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１．子育てをめぐる社会背景と園の役割 
　本研究でいう「生活困難」とは、子どものしつけ
や育児不安、児童虐待に関することだけでなく、介
護、障がい、夫婦関係、 DV、不登校、ひきこもり、
経済的困難、外国籍から生じる問題など家庭内で起
こり得る様々な困難を指す。
　都市化、核家族化、グローバル化に伴い社会が急
激に変動する中で、雇用の流動化・不安定化が加
速し、生活困窮家庭や生活保護受給者の増加が続
いている（厚生労働省 2017）。 2018 年の子どもの
相対的貧困率は 13.5％と、約７人に１人の子ども
が貧困の状態におかれているなかで（厚生労働省 
2020）、2020 年春からの新型コロナウイルス感染
症によって、解雇や雇用調整など、雇用環境への深

刻な影響がさらに懸念されるようになった（厚生労
働省 2021）。家庭の経済基盤の不安定さは親による
不適切な養育の可能性を高め（周 2019、横山・緒
方 2019、Paxson and Waldfogel 1999）、昨今のコ
ロナ禍の家庭生活においては、子どものストレスや
夫婦関係の悪化を招く側面もあり、DV 相談や虐待
通告などが増加したとの報告もみられている（山野
2021）。子育てをめぐる困難は他にも、過酷な多胎
児育児の現状、外国にルーツを持つ家庭と保育施設
との相互理解の課題などが指摘されているが、ポス
トコロナの時代にあっても、家庭が抱える困難が容
易に解消するとは考えにくく、むしろ長期化や深刻
化が危惧されるところである。 
　こうした状況の中、特に生活困難家庭への支援に
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おいては、社会保障審議会が指摘するように、地域
の様々な主体がその活動の中で家庭の困難に気づ
き、適切な相談体制につなげていくことが必要にな
ると思われる（社会保障審議会 2017）。子育て家庭
に置き換えて考えてみると、それは身近な存在や地
域の社会資源が、その家庭の抱える困難を早期に発
見し、適切な支援機関へとつなげていく寄り添い型
の支援が求められているものといえよう。 
　子育て家庭にとって身近な社会資源のひとつとし
て、保育所や認定こども園等の保育施設（以下、園
とする）があげられる。幼保連携型認定こども園教
育・保育要領においても、外国籍家庭やひとり親家
庭、貧困家庭などの、特別な配慮を必要とする家庭
には、状況等に応じて個別の支援を行うよう努め
ることが示され ( 内閣府・文部科学省・厚生労働省 
2017)、さらに同解説書には、保育教諭等は保護者
の不安感に気付くことができるよう、送迎時などに
おける丁寧な関わりの中で、家庭の状況や問題を把
握する必要があるとされた。また実際に個別の支援
を行う場合には、必要に応じて市町村など他の機関
と連携するとともに、園内での組織的な対応を行う
必要があるとされている（内閣府・文部科学省・厚
生労働省 2018）。つまり園では、保護者との日常的
なやりとりを通して家庭の様子に何らかの異変が見
られた際には、組織的体制のもとで個別支援につな
げ、必要に応じて他機関との連携を図っていくこと
が求められているといえる。 
　一方で、園における深刻事例への支援について
は、保育者単独の支援では対応が困難であり、組織
的対応や役割分担が必要であることが指摘されてき
た（山本 2013、中谷・鶴・関川 2015）。生活困難
家庭を支えるための園における役割項目を抽出した
中谷・鶴・関川（2018）によれば、担任は保護者
との関係構築や子どもの保育を通しての支援、園長
は相談体制の整備や情報の集約と共有などというよ
うに、職階に応じておおよその役割傾向が認められ
ることを明らかにした。反面どの職階においても役
割遂行の得点が総じて高いことが明らかとなり、園
内では保育者や管理職が相互に役割を重ねつつ、有
機的に組織的対応を行っていることが推察された。
また保育者が家庭の異変を敏感に察知し組織として
積極的に他機関連携を行う園では、意図的に情報収
集を行い積極的に職員間で情報共有を行っているこ
と、一方で、家庭の異変を察知することが少なく他
機関連携も少ない園では、こうした情報収集や情報
共有もまた少ないことが明らかにされている（中谷 
2020）。これらの先行研究からは、子ども家庭支援
に関する日常的な園内の情報共有が、非常に重要な
ものであることが示唆される。 
　しかしこれまで得られた知見からは、園内におい

て誰がどのように情報収集を行い、どのように組織
的な情報共有を図っているのかといった具体的なプ
ロセスについては不透明なままである。クラス担任
が日々の保護者対応を通して、家庭の異変を察知し
何らかの生活困難を推察したとしても、それが支援
すべき事項として組織内に共有されていかなけれ
ば、その家庭の困難は据え置かれたままとなり、支
援として具現化されることはない。「発見された困
難が他機関連携につながるまでには，組織内の合意
やサポート体制といった保育所等の組織的要因がブ
ラックボックスのように絡んでいる」（中谷 2020）
との指摘もあるように、このブラックボックスには、
保育者間の情報共有やそれを効果的なものにするた
めの戦略なども内包されていると考えられる。また
ここでいう情報共有には、会議や朝礼などの公式的
な情報共有から、ちょっとした会話や急な話し合い
などの非公式的なものまでをも含むものとしてとら
える必要がある。というのも、保育や子ども家庭支
援の実際においては、虐待通告や時機をねらった意
図的な働きかけなどのように、公式的な情報共有の
みでは対応しきれないことも多く想定されるためで
ある。
　よって本論では、生活困難をはじめとした子ども
家庭支援に関する組織内での公式的／非公式的注 1

な情報共有について整理するとともに、保育者が支
援として対応すべき事柄を察知する時点から組織と
して介入し他機関連携につなげるまでの園内の情報
共有のプロセスを明らかにする。さらにそれら情報
共有に関するプロセスの相互関連やそれを支える要
因について検討し、園内での効果的な情報共有のあ
り方を考察する。なお、本論では生活困難家庭への
支援を手がかりに効果的な情報共有のあり方を考察
することを目的とするため、積極的に生活困難家庭
への支援を行う園を対象とし、そのうち組織的体制
のもと情報共有が実践されていると思われる園に着
目する。

２．組織における情報共有とその意義 
　まず情報共有とは何かについて確認しておきた
い。Jehn & Shah（1997）によれば、グループでの
情報共有とは「職務（task）について他のグループ
メンバーに発言すること」とされ、職務について話
したり、感情や考えを表現したり、職務に関連する
考えを自由に交換することを例としてあげている。
また高齢者施設におけるケアの質の認識と職員間の
情報共有との因果関係を検討した山口（2018）は、
情報共有を「組織内の各グループ間や職員間で情報
を隠蔽することなく交換し、情報を組織内で滞りな
く循環させること」と位置づけ、多様な職員集団が
存在する高齢者施設においては介護職のみの情報共
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有では十全ではないと指摘した。本論のテーマとな
る園における子ども家庭支援に関していえば、保育
者は、担任として受けもつ子どもと家庭のみを支援
の対象として日々関わっているわけではない。それ
ぞれの保育者は、園内のすべての子どもと家庭に接
触する機会をもち、担任でなくとも別の役割を担う
存在として、保護者に働きかけることも想定され
る。よって園における情報共有は、その子どもの担
任か否かにかかわらず、子どもや家庭の様子から垣
間見える「小さな変化」を何らかの困難の兆候とし
てとらえ、それを組織内で伝え合うことを含み、そ
の共有された情報は、その後の組織的な支援のため
の根拠としても活用されるものとなる。さらに、重
要度や緊急性の高い情報については、会議体での周
知や決められたルートをたどり共有の徹底が目指さ
れる。こうしたことから、本論における情報共有と
は、「園におけるそれぞれの保育者の抱える違和感
や考え、支援につながる情報を自由にあるいは系統
的に伝え合い、組織内で滞りなく循環させていくこ
と」であるととらえられる。
　情報共有の意義については、すでにいくつもの知
見が報告されている。Mesmer-Magnus ＆ DeChurch

（2009）は、情報共有がチームのパフォーマンス、
結束、意思決定の満足度、および知識統合に重要
であることを、メタ分析を通して明らかにしてい
る。また職場におけるソーシャル・キャピタル醸成
の前提として、情報共有や主体性の促進が関与して
いること（富永・中西 2020）、職場での困難感やジ
レンマを軽減するには、職員間のコミュニケーショ
ンや情報共有が有効であること等が示される（吉田 
2019）。さらに中西・家田（2009）は、チームとし
て情報を共有することで、それぞれのメンバーは、
今どのような状態か、これから何をしなければなら
ないかが明確となり、自分の仕事やチームの置かれ
ている全体像を理解することができるようになる
と、情報共有の利点を解説している。
　保育分野における情報共有の取り組みについて
は、職員全員が出席する会議や研修会を実施する園
が約 9 割、クラス内やクラス間での定期的な打ち
合わせを行う園が約 8 割とする報告もあり、多く
の園では定期的に情報共有のための取り組みを行っ
ているようである（森・青井・石井他 2018）。園内
での情報共有によって子どもや保護者への対応が統
一され、保育者自身が安心感を覚えたり（大塚・巽 
2016）、直接顔を合わせて話し合う機会があること
で立場や役割が異なる職員同士の連携が多くみられ
たりするなど（森・青井・石井他 2018）、園内にお
ける情報共有の意義は大きい。
　しかし、これまでの先行研究においては、それぞ
れの保育者が子ども家庭支援に関する情報を実践の

中から察知した後、それがどのように組織における
情報共有の俎上に載せられていくのか、また実際の
支援にどのようにつながっていくのかについては明
らかにされていない。会議や打ち合わせなどの公式
的な情報共有と日常のやりとりを含む非公式的な情
報共有との相互の関連、保育者間の情報共有をより
促進させるための意図的な取り組みや工夫について
も、十分に検討されていない現状にある。今後、生
活困難家庭をはじめとした、支援を要する家庭の増
加が見込まれる中で、子ども家庭支援に関する情報
共有のプロセスとそれを支える体制や戦略を明らか
にしておくことは、すべての子どもの最善の利益を
保障する上で重要な課題となるものと思われる。 

３．研究方法 
（１）調査の概要 
　積極的に生活困難家庭への支援を行っている保育
所等を対象とし、半構造化面接法を用いたグループ
インタビューを行った。大阪府社会福祉協議会に、
過去に生活困難家庭への支援を行った経験があり、
積極的に支援を実施していると思われる保育所等の
選定を依頼し、調査協力の承諾を得た 6 園を調査
対象園とした。本調査全体で明らかにしたい内容は、
組織的な情報共有や役割分担、介入注 2 の判断とそ
のプロセス等を含む内容であったため、組織内のそ
れぞれの立場からとらえられるデータを収集する必
要があると思われた。よって調査協力者として、施
設長（園長）または主任保育士、及び困難事例に最
も密接にかかわった保育者等に同席を求めた。
　質問項目は、①組織内における家庭支援に関する
情報共有のあり方（公式的なもの（定例 / 非定例）、
その他の情報共有の方法）と役割分担の確認、②深
刻な１事例に関する介入前の状況、③介入に至るま
でのプロセス、④介入タイミングの判断、⑤事例に
関する情報共有と介入プロセス、 ⑥介入への評価な
どである。調査の実施は 2020 年 3 ～ 7 月である。
本論ではデータが得られた 6 園のうち、組織内の
情報共有に関して最も詳細な語りが得られ、情報共
有に関して組織的体制が整っていると思われた I 園
について分析を行うものとする。
　I 園は、1970 年代後半に設立された社会福祉法
人立の幼保連携型認定こども園である。園内の体制
として、園長、主任以外に、複数のクラスをまとめ
る担任間のリーダーとサブリーダーを配置し、複数
のクラスを相互に見守る体制を構築している。調査
協力者は、園長（50 歳代）、主任（40 歳代）、担任

（担任間のリーダー・30 歳代）であった。いずれも 
10 年以上の保育経験を有する保育者であった。

（２）倫理的配慮 
　調査実施前に依頼文、研究計画書を送付し、研究
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おいては、社会保障審議会が指摘するように、地域
の様々な主体がその活動の中で家庭の困難に気づ
き、適切な相談体制につなげていくことが必要にな
ると思われる（社会保障審議会 2017）。子育て家庭
に置き換えて考えてみると、それは身近な存在や地
域の社会資源が、その家庭の抱える困難を早期に発
見し、適切な支援機関へとつなげていく寄り添い型
の支援が求められているものといえよう。 
　子育て家庭にとって身近な社会資源のひとつとし
て、保育所や認定こども園等の保育施設（以下、園
とする）があげられる。幼保連携型認定こども園教
育・保育要領においても、外国籍家庭やひとり親家
庭、貧困家庭などの、特別な配慮を必要とする家庭
には、状況等に応じて個別の支援を行うよう努め
ることが示され ( 内閣府・文部科学省・厚生労働省 
2017)、さらに同解説書には、保育教諭等は保護者
の不安感に気付くことができるよう、送迎時などに
おける丁寧な関わりの中で、家庭の状況や問題を把
握する必要があるとされた。また実際に個別の支援
を行う場合には、必要に応じて市町村など他の機関
と連携するとともに、園内での組織的な対応を行う
必要があるとされている（内閣府・文部科学省・厚
生労働省 2018）。つまり園では、保護者との日常的
なやりとりを通して家庭の様子に何らかの異変が見
られた際には、組織的体制のもとで個別支援につな
げ、必要に応じて他機関との連携を図っていくこと
が求められているといえる。 
　一方で、園における深刻事例への支援について
は、保育者単独の支援では対応が困難であり、組織
的対応や役割分担が必要であることが指摘されてき
た（山本 2013、中谷・鶴・関川 2015）。生活困難
家庭を支えるための園における役割項目を抽出した
中谷・鶴・関川（2018）によれば、担任は保護者
との関係構築や子どもの保育を通しての支援、園長
は相談体制の整備や情報の集約と共有などというよ
うに、職階に応じておおよその役割傾向が認められ
ることを明らかにした。反面どの職階においても役
割遂行の得点が総じて高いことが明らかとなり、園
内では保育者や管理職が相互に役割を重ねつつ、有
機的に組織的対応を行っていることが推察された。
また保育者が家庭の異変を敏感に察知し組織として
積極的に他機関連携を行う園では、意図的に情報収
集を行い積極的に職員間で情報共有を行っているこ
と、一方で、家庭の異変を察知することが少なく他
機関連携も少ない園では、こうした情報収集や情報
共有もまた少ないことが明らかにされている（中谷 
2020）。これらの先行研究からは、子ども家庭支援
に関する日常的な園内の情報共有が、非常に重要な
ものであることが示唆される。 
　しかしこれまで得られた知見からは、園内におい

て誰がどのように情報収集を行い、どのように組織
的な情報共有を図っているのかといった具体的なプ
ロセスについては不透明なままである。クラス担任
が日々の保護者対応を通して、家庭の異変を察知し
何らかの生活困難を推察したとしても、それが支援
すべき事項として組織内に共有されていかなけれ
ば、その家庭の困難は据え置かれたままとなり、支
援として具現化されることはない。「発見された困
難が他機関連携につながるまでには，組織内の合意
やサポート体制といった保育所等の組織的要因がブ
ラックボックスのように絡んでいる」（中谷 2020）
との指摘もあるように、このブラックボックスには、
保育者間の情報共有やそれを効果的なものにするた
めの戦略なども内包されていると考えられる。また
ここでいう情報共有には、会議や朝礼などの公式的
な情報共有から、ちょっとした会話や急な話し合い
などの非公式的なものまでをも含むものとしてとら
える必要がある。というのも、保育や子ども家庭支
援の実際においては、虐待通告や時機をねらった意
図的な働きかけなどのように、公式的な情報共有の
みでは対応しきれないことも多く想定されるためで
ある。
　よって本論では、生活困難をはじめとした子ども
家庭支援に関する組織内での公式的／非公式的注 1

な情報共有について整理するとともに、保育者が支
援として対応すべき事柄を察知する時点から組織と
して介入し他機関連携につなげるまでの園内の情報
共有のプロセスを明らかにする。さらにそれら情報
共有に関するプロセスの相互関連やそれを支える要
因について検討し、園内での効果的な情報共有のあ
り方を考察する。なお、本論では生活困難家庭への
支援を手がかりに効果的な情報共有のあり方を考察
することを目的とするため、積極的に生活困難家庭
への支援を行う園を対象とし、そのうち組織的体制
のもと情報共有が実践されていると思われる園に着
目する。

２．組織における情報共有とその意義 
　まず情報共有とは何かについて確認しておきた
い。Jehn & Shah（1997）によれば、グループでの
情報共有とは「職務（task）について他のグループ
メンバーに発言すること」とされ、職務について話
したり、感情や考えを表現したり、職務に関連する
考えを自由に交換することを例としてあげている。
また高齢者施設におけるケアの質の認識と職員間の
情報共有との因果関係を検討した山口（2018）は、
情報共有を「組織内の各グループ間や職員間で情報
を隠蔽することなく交換し、情報を組織内で滞りな
く循環させること」と位置づけ、多様な職員集団が
存在する高齢者施設においては介護職のみの情報共
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参考に分析を行った。分析の結果、７つの上位
カテゴリーと、それらを構成する 16 のサブカテ
ゴリーが生成された（表 2）。分析によって明ら
かになった上位カテゴリーは、【情報共有の必要
性】【日常の様子の把握】【会議を通した子どもと
家庭の状況の共有】【会議運営の工夫】【会議によ
る長期的効果】【異変の察知】【支援としての介
入】である。分析結果の整理にあたって、本文中
では上位カテゴリーを【　】、サブカテゴリーを
≪　≫、分析の過程で生成されたコードの中で特に
主要なコードを＜　＞として表記し、発話は “発話
内容［発話者］” で示すものとする。
①情報共有の必要性 
　園では、≪組織的な情報共有の必要性≫があるこ
とが示された。延長保育の時間などでは、担任以外
の子どもの保育に携わることも日常的であり、“保
育園なので時間帯で（子どもや保育者の顔ぶれが）
替わってくるから、その保育士が把握していないと
（トラブルなどが）防げなかったりすることもある
［主任］” ため、情報共有は必須のものととらえら
れていた。また複数担任制やチーム保育などの実施
から、綿密な情報共有が求められる側面もみられた。
一方で、“正規職（の雇用）が厳しくて、どうして
もパートさんというか非常勤さん、それから派遣さ
んを入れざるを得ないんですね。その方たちにもい
ろんな働き方があって、例えばお昼１時、２時で帰
られたり、逆に夕方から来られたりというのもある
ので、全職員が統一してすべてを分かるというのは
本当に難しい［園長］” とあるように、多様な雇用・
勤務形態が情報共有を困難なものにし、それがさら
に情報共有の必要性を強化している面があるものと
思われた。 
②日常の様子の把握 

【日常の様子の把握】は、≪日常的な保護者対応≫
≪子ども・保護者の様子の把握≫≪職員相互の見守
りとサポート≫ の 3 つのサブカテゴリーから構成
されている。≪日常的な保護者対応≫としては、そ
れぞれの保育者は、日々保護者とのコミュニケー
ションを図り、信頼関係を構築するよう努めている
ことが語られた。例えば “担任からの日々の積み重
ね。会話を増やすとか。･･･ 情報量がないのに（異
変があったからといって）いきなり行けないです。
･･･ 子どもがしゃべれるんだったらお休みのことと
かを聞いて、「こんな所に行かれたんですか」とか、
お話ししやすいような質問をしたり、お父さんが給
食を気にされていたら給食のことで投げかけてみる
とか。もしかしたら悩みが出てくるかもしれないで
すし［担任］” と、身近な話題を保育者の方から投
げかけていくことが語られた。それが保護者とのコ
ミュニケーションの積み重ねとなって、次第に関係

の趣旨、目的、個人情報の扱い等について事前に周
知した。調査開始前にも説明し、研究協力に関する
同意を得た。データの録音及び保管について調査協
力者に説明し承諾を得た上で IC レコーダーに録音
した。調査実施にあたっては、神戸大学大学院人間
発達環境学研究科研究倫理審査委員会で承諾を得て
いる。

（３）分析方法
　本論では特に園内における子ども家庭支援に関す
る情報共有について詳細に整理することを第一の目
的としているため、質問項目①及び⑤から得られた
データを中心に分析を行った。公式的な情報共有の
方法については、頻度、時間、目的、内容、出席者、
記録の作成、出席しない職員との情報共有、効果、
課題に関する一覧を作成した（表 1）。
　また情報共有に関する一連のプロセスや相互の
関連、それを支える要因について明らかにするため
に、質的データ分析法（佐藤 2008）を参考に分析
を行った。
　分析の手順は、以下の通りである。まず、ボイス
レコーダーに録音された記録から正確な逐語録を作
成した。次に、インタビューの逐語録を何度も読み、
逐語録から組織内での情報共有に関する語り（文書
セグメント）を抽出した。さらに、その語りの内容
を単純に要約し、オープンコードをつける作業を
行った。そのオープンコードを内容の類似性に基づ
き分類し、より抽象度の高いコードを創出し選択的
に割り振った。文書セグメントとコード間、複数の
コード間を比較検討し、抽象度の高い上位カテゴ
リーを生成した。最後に、上位カテゴリーの相互関
連を視覚的に表示するために図を作成し、共同研究
者とともに検討を行った（図１）。

４．結果 
（１）園における情報共有の方法（表１）
　子ども家庭支援に関する定例の情報共有として、
職員会議と全体会議があげられた。いずれも月 1 
回の開催であり、クラス代表によるもちまわりの出
席者であった。特記すべきこととして、園長は職員
会議には出席するが、全体会議には出席せず、主任、
クラス担任のみで運営されていた。非定例の情報共
有として、緊急に招集される連絡会が行われていた。
会議ではない情報共有としては伝言ノートが活用さ
れており、その他の情報共有は、すべて公式化され
ていない口頭による報告・連絡・相談であった。

（２）分析から抽出されたカテゴリー
　保育者が支援として対応すべき事柄を察知する
時点から、組織として介入し他機関連携につなげ
るまでの情報共有のプロセスとそれを支える要因
等を明らかにするために、質的データ分析法を
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表 1 公式的な情報共有の一覧（I 園）
職員会議 全体会議 連絡会 伝言ノート

開催（使用）
頻度 月 1 回 月 1 回 随時 毎日 

開催（使用）
時間 13：00 頃～ 1 時間程度 13：00 頃～ 2 時間程度 13：15 頃～ 10 分程度 　気づいたとき記入、

保育に入るとき確認 

目的 　園全体の動きを周知
する。 

　園内の子どもと家庭
に関する情報を共有し
適切な対応方法を検討
する。 

　緊急を要する事柄に
ついて迅速に周知する。 

　一日を通して一貫し
た情報伝達を行う。 

内容 ・園全体の月間行事予定 

・子どもと家庭に関す
る基本的情報の共有 

・クラスの困りごと、
気になる子どもと家
庭に関する報告 

・困りごとに対する具
体的解決方法の検討
と共有 

・保育に影響する情報
の周知（天候、市か
らのお知らせ）

・保護者の状況と対応
方針の伝  達 

・各クラスに 1 枚 / 日
の記入シート 

・登園時の保護者から
の伝達事項、保育中
の子どもの様子の変
化や留意事項、降園
時の保護者への伝達
事項などを記入 

出席
メンバー 

　園長、主任、クラス
代表（もちまわり）、分
園代表の 9 人（非常勤
職員は不参加） 

　主任、クラス代表（も
ちまわり）の 7 人（園長、
非常勤職員は不参加） 

　園長、主任、クラス
代表（もちまわり）の
8 人（非常勤職員は不
参加） 

そのクラス配属の保育者 

記録の作成 　クラス担任が持ち回
りで議事録を作成する。 

　事前に各クラス担当
者がフォーマットに必
要事項を書き込む。会
議の場で文書をもとに
口頭で説明し、情報共
有する。 

特になし 　毎日のシートを記入・
保存する。 

出席してい
ない職員と
の情報共有
の方法 

　議事録をもとに、翌
日クラス単位で他の職
員に伝達する。文章の
意味の取り違えが起き
ないように、口頭で説
明し補足する。 

　記録をもとに、翌日
クラス単位で他の職員
に伝達する。文章の意
味の取り違えが起きな
いように、口頭で説明
し補足する。 

　会終了後、すぐにク
ラスに戻って口頭で伝
達する。 

… 

効果 ・同一の内容が共有で
きる。 

・園内の子どもと家庭
に関する基本的情報
が共有される。 

・その時々の保護者の
状況を知ることがで
き、園での対応方針、
対応方法を理解でき
る。 

・子ども家庭支援に関
する園の方針が浸透
しやすい。 

・職員同士のつながり
が深まる。 

・園全体への迅速な周知
と対応が可能となる。 

・保護者や別の保育者
に伝えなければいけ
ない情報を確実に引
き継ぐことができる。 

・途中から保育に入っ
た保育者も、その日
の子どもの様子や留
意事項を把握するこ
とができる。 

課題 

・職員全員の出席が難
しい。 

・多様な勤務形態のた
め、スムーズな情報
伝達が難しい。 

・多様な勤務形態のた
め、スムーズな情報
伝達が難しい。 

・多様な勤務形態のた
め、スムーズな情報
伝達が難しい。 

・伝達すべき役割が誰
か、責任の所在が曖
昧になりやすい。 

・保護者への伝達を忘
れないようにする。

※情報共有のあり方と役割分担の確認（定例会議、定例以外の会議、会議以外）の質問の結果から整理 
※ここでいう「公式」とは、開催や活用方法など、組織内で何らかのルールのあるものとした。 
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参考に分析を行った。分析の結果、７つの上位
カテゴリーと、それらを構成する 16 のサブカテ
ゴリーが生成された（表 2）。分析によって明ら
かになった上位カテゴリーは、【情報共有の必要
性】【日常の様子の把握】【会議を通した子どもと
家庭の状況の共有】【会議運営の工夫】【会議によ
る長期的効果】【異変の察知】【支援としての介
入】である。分析結果の整理にあたって、本文中
では上位カテゴリーを【　】、サブカテゴリーを
≪　≫、分析の過程で生成されたコードの中で特に
主要なコードを＜　＞として表記し、発話は “発話
内容［発話者］” で示すものとする。
①情報共有の必要性 
　園では、≪組織的な情報共有の必要性≫があるこ
とが示された。延長保育の時間などでは、担任以外
の子どもの保育に携わることも日常的であり、“保
育園なので時間帯で（子どもや保育者の顔ぶれが）
替わってくるから、その保育士が把握していないと
（トラブルなどが）防げなかったりすることもある
［主任］” ため、情報共有は必須のものととらえら
れていた。また複数担任制やチーム保育などの実施
から、綿密な情報共有が求められる側面もみられた。
一方で、“正規職（の雇用）が厳しくて、どうして
もパートさんというか非常勤さん、それから派遣さ
んを入れざるを得ないんですね。その方たちにもい
ろんな働き方があって、例えばお昼１時、２時で帰
られたり、逆に夕方から来られたりというのもある
ので、全職員が統一してすべてを分かるというのは
本当に難しい［園長］” とあるように、多様な雇用・
勤務形態が情報共有を困難なものにし、それがさら
に情報共有の必要性を強化している面があるものと
思われた。 
②日常の様子の把握 

【日常の様子の把握】は、≪日常的な保護者対応≫
≪子ども・保護者の様子の把握≫≪職員相互の見守
りとサポート≫ の 3 つのサブカテゴリーから構成
されている。≪日常的な保護者対応≫としては、そ
れぞれの保育者は、日々保護者とのコミュニケー
ションを図り、信頼関係を構築するよう努めている
ことが語られた。例えば “担任からの日々の積み重
ね。会話を増やすとか。･･･ 情報量がないのに（異
変があったからといって）いきなり行けないです。
･･･ 子どもがしゃべれるんだったらお休みのことと
かを聞いて、「こんな所に行かれたんですか」とか、
お話ししやすいような質問をしたり、お父さんが給
食を気にされていたら給食のことで投げかけてみる
とか。もしかしたら悩みが出てくるかもしれないで
すし［担任］” と、身近な話題を保育者の方から投
げかけていくことが語られた。それが保護者とのコ
ミュニケーションの積み重ねとなって、次第に関係

の趣旨、目的、個人情報の扱い等について事前に周
知した。調査開始前にも説明し、研究協力に関する
同意を得た。データの録音及び保管について調査協
力者に説明し承諾を得た上で IC レコーダーに録音
した。調査実施にあたっては、神戸大学大学院人間
発達環境学研究科研究倫理審査委員会で承諾を得て
いる。

（３）分析方法
　本論では特に園内における子ども家庭支援に関す
る情報共有について詳細に整理することを第一の目
的としているため、質問項目①及び⑤から得られた
データを中心に分析を行った。公式的な情報共有の
方法については、頻度、時間、目的、内容、出席者、
記録の作成、出席しない職員との情報共有、効果、
課題に関する一覧を作成した（表 1）。
　また情報共有に関する一連のプロセスや相互の
関連、それを支える要因について明らかにするため
に、質的データ分析法（佐藤 2008）を参考に分析
を行った。
　分析の手順は、以下の通りである。まず、ボイス
レコーダーに録音された記録から正確な逐語録を作
成した。次に、インタビューの逐語録を何度も読み、
逐語録から組織内での情報共有に関する語り（文書
セグメント）を抽出した。さらに、その語りの内容
を単純に要約し、オープンコードをつける作業を
行った。そのオープンコードを内容の類似性に基づ
き分類し、より抽象度の高いコードを創出し選択的
に割り振った。文書セグメントとコード間、複数の
コード間を比較検討し、抽象度の高い上位カテゴ
リーを生成した。最後に、上位カテゴリーの相互関
連を視覚的に表示するために図を作成し、共同研究
者とともに検討を行った（図１）。

４．結果 
（１）園における情報共有の方法（表１）
　子ども家庭支援に関する定例の情報共有として、
職員会議と全体会議があげられた。いずれも月 1 
回の開催であり、クラス代表によるもちまわりの出
席者であった。特記すべきこととして、園長は職員
会議には出席するが、全体会議には出席せず、主任、
クラス担任のみで運営されていた。非定例の情報共
有として、緊急に招集される連絡会が行われていた。
会議ではない情報共有としては伝言ノートが活用さ
れており、その他の情報共有は、すべて公式化され
ていない口頭による報告・連絡・相談であった。

（２）分析から抽出されたカテゴリー
　保育者が支援として対応すべき事柄を察知する
時点から、組織として介入し他機関連携につなげ
るまでの情報共有のプロセスとそれを支える要因
等を明らかにするために、質的データ分析法を
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かなとか、保護者対応とか聞こえてくるので、そう
いうのも様子を見ながら、という形で［担任］。”“私
（園長）も常に事務所にこもっていないので、朝一、
クラスを回っていますし、何かと廊下を通ったら全
クラスが見えるんですね。なので、ちょこちょこの
ぞきに行ったりする。･･･ クラスがどんなふうに動
いているかとか、今何やっているかとか、泣き声
が全部廊下に響くので、･･･ あまりにも泣きやまな
かったら「何かあったん？」って聞きに行ったり
･･･。［園長］。”
③会議を通した子どもと家庭の状況の共有 
　【会議を通した子どもと家庭の状況の共有】
は、職員会議での≪園全体の動きの把握≫、全
体会議での≪子どもと家庭に関する基本的情報
の共有≫≪互いの困りごとに対する具体的方法
の検討と共有≫のサブカテゴリーから構成され
る。特に月 1 回の全体会議では、＜クラスの
気になる子どもの状況を共有する＞だけでな
く、＜保護者の背景や困難な状況を共有する＞
機会にもなっていた。またそれぞれの保育者の
困りごとに対して、＜具体的解決方法の提案＞
や＜具体的保護者対応の共有＞が行われ、日々の保
育と保護者対応に有益な方法を考え合い、共有し合
う仕組みとなっていることがうかがえた。“お母さ
んの育児能力が今ちょっと滞っている。なぜそう
なっているかというと、お子さんがたくさんいる場
合もあるし、もともとのおうちの中も整理整頓が苦
手だとか。･･･（すぐに養育環境を）改善できるか
といったら、なかなか時間が掛かるんですよね。そ
の時間が掛かる間、子どもを放置するわけにいかな
いので、･･･ 手厚い配慮というんですかね、それを
みんなで共有しておくというのがありますかね［園
長］。”　他のクラスの子どもと家庭の問題であって
も、一人一人の保育者が他の保育者や家庭の抱える
困難を理解し、共有を図る取り組みがなされている
ことがわかった。
④会議運営の工夫
　【会議運営の工夫】は、≪主体的に発言しやすい
会議運営≫から構成される。特に全体会議において
は、＜主体的な発言を促す雰囲気をつくる＞ために、
こぢんまりとした室内での開催とし、園長は出席せ
ず現場の保育者たちにその運営が委ねられていた。
“（園長がいると）やっぱり意見が出しにくいから［主
任］。”“現場の先生が主で、そこに主任の先生がいる。
そこも主任が出過ぎずに、現場の先生、それこそリー
ダーの先生が進めていくみたいな［園長］。”
　その取り組みの背景には、＜若手の保育者の発言
を引き出したい管理職の意図＞が存在していること
もわかった。 “下の者は何も言えないんじゃなくて、
下の者から意見を拾い上げたほうがいいんじゃない

性が深まっていくことが示され、その関係性や家庭
への背景理解が、何らかの異変に気づいた時の判断
基準となっていることがうかがえた。
　また、そうした保護者対応を通して、保育者たち
はさりげなく≪子ども・保護者の様子の把握≫を行
い、必要な情報を他の保育者たちに引き継いでいる
こともわかった。“子どもにいつもとだいぶん違っ
た様子があれば、そのことも（伝言ノートに）書き
留めて伝えるようにはしています。（朝、すごく）
泣いてきたとか。すごく機嫌が悪くて、著しくいつ
もと違うなというのは［担任］。”
　また≪職員相互の見守りとサポート≫として、自
分のクラスだけでなく、日常から担任相互にクラス
を見守り、支え合う体制があること、園長は日々保
育室を身近にとらえられるように、様子を見に行き、
必要に応じて保育への介入を行っていることが示さ
れた。“横並びの園舎なので、その幼児さん（クラス）
を上のサブリーダーとかリーダーが様子を見て、う
まくお母さんたちとコミュニケーションとれている

表２「早期発見から他機関連携までの情報共有とそ
れを支える要因」を構成するカテゴリー

上位カテゴリー サブカテゴリー

Ⅰ 情報共有の必要性 組織的な情報共有の必要性

Ⅱ 日常の様子の把握

日常的な保護者対応

子ども・保護者の様子の把握

職員相互の見守りとサポート

Ⅲ
会議を通した子ど
もと家庭の状況の
共有

園全体の動きの把握

子どもと家庭に関する基本的
情報の共有

互いの困りごとに対する具体
的方法の検討と共有

Ⅳ 会議運営の工夫 主体的に発言しやすい会議運
営

Ⅴ 会議による長期的
効果

組織全体への子どもと家庭に
関する基本的情報の浸透

子ども家庭支援に関する園の
方針の浸透

職員同士のつながりの深まり

Ⅵ 異変の察知
異変の察知

対応困難な事例

Ⅶ 支援としての介入

リーダーによるアセスメント
と介入の判断

管理職へと順に引き渡される
情報と課題

園としての判断と対応
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えた。
⑥異変の察知
　【異変の察知】には≪異変の察知≫と≪対応困難
な事例≫が含まれる。例えば、“（子どもの方から）
「お父さん、お仕事行ってないねん」とか、「お風呂
きょう入ってない」とか、そういう話をよくしてく
れていて、いつかのときに「きのう、ローソクで過
ごした」というのを聞いて、これは何か違うと［担
任］” とあるように、保育中の子どもとの会話から
家庭の異変に気づくことがあると示された。またこ
こには担任による異変の察知だけでなく、担任間の
リーダーによる察知も含まれており、リーダーが気
づいてそのクラスの担任に伝える場合もあることが
わかった。
⑦支援としての介入 
　【支援としての介入】は、≪リーダーによるアセ
スメントと介入の判断≫≪管理職へと順に引き渡さ
れる情報と課題≫≪園としての判断と対応≫から構
成される。I 園では、担任によって対応困難と判断
された事例は、ひとまず担任間のリーダーに報告さ
れていた。リーダーは、その家庭に関する情報を収
集し、その事例に関するアセスメントを行うことが
示された（≪リーダーによるアセスメントと介入の
判断≫）。“･･･担任だったり周りの保育士だったり、
お父さんと子どもが出現してくる要素だったり、そ
ういうところからでも絶対（家庭の様子は）見られ
るので。お父さんとその子がしゃべる感じを見たり、
子どもが私に言うお父さん像とか、そういういろん
なところで情報を得て、いろいろな角度から見て、
「やっぱり介入しないといけない」というのを決め
る［担任］。”
　その後、担任とリーダーによって試みられた保護
者対応でも解決が難しい場合には、≪管理職へと順
に引き渡される情報と課題≫となって主任や園長に
順に相談されていくことが示唆された。“ここ（担
任とリーダー）で考えてそれで解決できたらいいん
ですけれど、こっちにあがってきて、私も入って考
えて、それで解決できたら（園長に）報告だけで済
むんですけど、また解決できなかったら、こっち（園
長）にあげてという感じですよね［主任］”。
　命にかかわることや、園長の対応でも解決が難し
い事例に遭遇した際には、園長は＜園としての判
断＞を迫られ、＜他機関連携を前提とした個別支援
の展開＞をしていくことが語られた。“決断という
か、これであげるべき事例だなって。それこそ、う
ちが抱えたケースもそうですけど、園でどうにもな
らない話もありますよね。金銭的なこととかもそう
ですし、子どもの相談でしたら、あざがあるとかだっ
たら市にもあげていかなきゃいけないし［園長］。” 

のかなという……。横のつながりをもう少し持った
ほうがいいのかなと。･･･ 経験している先生は「私
のときはこんなふうにしてみたけれど、先生たちこ
うしてみたら」という、１つの引き出しを開けて言
いやすいのではないのかな［園長］” とあるように、
これまでなかなか発言できなかった若手の保育者た
ちの姿に発言を促す取り組みの必要を感じたこと、
それぞれのこれまでの経験が助言として活かされて
いくことで、保育者たちの自信を高め相互の支え合
いにもつながっていくことが示されている。
⑤会議による長期的効果
　【会議による長期的効果】は、≪組織全体への子
どもと家庭に関する基本的情報の浸透≫≪子ども家
庭支援に関する園の方針の浸透≫≪職員同士のつな
がりの深まり≫の 3 つのサブカテゴリーから構成さ
れる。
　特に全体会議における意見交換と会議後の情報共
有の体制は、組織全体に子どもと家庭に関する基本
的情報を浸透させるものとなっていた。全体会議に
は、クラスの代表者が持ち回りで出席することと
なっているが、会議の内容については、会議後、出
席した保育者が出席していない保育者たちに文書に
基づき口頭で報告する仕組みをとっていた。共有の
範囲には非常勤の保育者も含まれており、情報共有
の徹底が図られていることが分かった。
　また困難家庭の養育改善にはかなり長い期間がか
かることが多く、それに伴い＜園における家庭支援
の方針の伝達＞が繰り返し行われることとなるが、
その積み重ねによって、保育者たちの中に子ども家
庭支援に関する園の方針が浸透していくこともうか
がえた。“お母さんのしんどさをみんなで分かって
おくというか……。「本来ここまで園がしなきゃい
けないのか」という声が職員の中からも出ると思う
んですね。だけど、今それをしてあげられるのは職
員しかいないとなれば、園でやれることはやってい
きたいなという、それも支援かなと［園長］”。
　一方、≪職員同士のつながりの深まり≫も、会
議の長期的効果として抽出された。“みんなで休憩
じゃないですけど、小さい所にみんなぎゅっと集
まって話すから、･･･ 身近な感じで、「こんなん、
いいんちゃう？」とか。（言葉遣いも）「こんなこと
あってね。こんなんなんです」っていうような会議
なんですよ。「○○ちゃんがひっくり返って、トイ
レになかなか行かない。どうしたらいいですかね」っ
て ･･･［主任］。”　空間的要因や少人数の構成員、
対等な雰囲気などから、会議の場が話しやすいもの
となり、それぞれの保育者からの発話が自然と誘発
され、それを受け止め合う関係づくりも容易になっ
ていた。全体会議は、保育者同士の親近感や横のつ
ながりをさらに強める場となっていることがうかが
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かなとか、保護者対応とか聞こえてくるので、そう
いうのも様子を見ながら、という形で［担任］。”“私
（園長）も常に事務所にこもっていないので、朝一、
クラスを回っていますし、何かと廊下を通ったら全
クラスが見えるんですね。なので、ちょこちょこの
ぞきに行ったりする。･･･ クラスがどんなふうに動
いているかとか、今何やっているかとか、泣き声
が全部廊下に響くので、･･･ あまりにも泣きやまな
かったら「何かあったん？」って聞きに行ったり
･･･。［園長］。”
③会議を通した子どもと家庭の状況の共有 
　【会議を通した子どもと家庭の状況の共有】
は、職員会議での≪園全体の動きの把握≫、全
体会議での≪子どもと家庭に関する基本的情報
の共有≫≪互いの困りごとに対する具体的方法
の検討と共有≫のサブカテゴリーから構成され
る。特に月 1 回の全体会議では、＜クラスの
気になる子どもの状況を共有する＞だけでな
く、＜保護者の背景や困難な状況を共有する＞
機会にもなっていた。またそれぞれの保育者の
困りごとに対して、＜具体的解決方法の提案＞
や＜具体的保護者対応の共有＞が行われ、日々の保
育と保護者対応に有益な方法を考え合い、共有し合
う仕組みとなっていることがうかがえた。“お母さ
んの育児能力が今ちょっと滞っている。なぜそう
なっているかというと、お子さんがたくさんいる場
合もあるし、もともとのおうちの中も整理整頓が苦
手だとか。･･･（すぐに養育環境を）改善できるか
といったら、なかなか時間が掛かるんですよね。そ
の時間が掛かる間、子どもを放置するわけにいかな
いので、･･･ 手厚い配慮というんですかね、それを
みんなで共有しておくというのがありますかね［園
長］。”　他のクラスの子どもと家庭の問題であって
も、一人一人の保育者が他の保育者や家庭の抱える
困難を理解し、共有を図る取り組みがなされている
ことがわかった。
④会議運営の工夫
　【会議運営の工夫】は、≪主体的に発言しやすい
会議運営≫から構成される。特に全体会議において
は、＜主体的な発言を促す雰囲気をつくる＞ために、
こぢんまりとした室内での開催とし、園長は出席せ
ず現場の保育者たちにその運営が委ねられていた。
“（園長がいると）やっぱり意見が出しにくいから［主
任］。”“現場の先生が主で、そこに主任の先生がいる。
そこも主任が出過ぎずに、現場の先生、それこそリー
ダーの先生が進めていくみたいな［園長］。”
　その取り組みの背景には、＜若手の保育者の発言
を引き出したい管理職の意図＞が存在していること
もわかった。 “下の者は何も言えないんじゃなくて、
下の者から意見を拾い上げたほうがいいんじゃない

性が深まっていくことが示され、その関係性や家庭
への背景理解が、何らかの異変に気づいた時の判断
基準となっていることがうかがえた。
　また、そうした保護者対応を通して、保育者たち
はさりげなく≪子ども・保護者の様子の把握≫を行
い、必要な情報を他の保育者たちに引き継いでいる
こともわかった。“子どもにいつもとだいぶん違っ
た様子があれば、そのことも（伝言ノートに）書き
留めて伝えるようにはしています。（朝、すごく）
泣いてきたとか。すごく機嫌が悪くて、著しくいつ
もと違うなというのは［担任］。”
　また≪職員相互の見守りとサポート≫として、自
分のクラスだけでなく、日常から担任相互にクラス
を見守り、支え合う体制があること、園長は日々保
育室を身近にとらえられるように、様子を見に行き、
必要に応じて保育への介入を行っていることが示さ
れた。“横並びの園舎なので、その幼児さん（クラス）
を上のサブリーダーとかリーダーが様子を見て、う
まくお母さんたちとコミュニケーションとれている

表２「早期発見から他機関連携までの情報共有とそ
れを支える要因」を構成するカテゴリー

上位カテゴリー サブカテゴリー

Ⅰ 情報共有の必要性 組織的な情報共有の必要性

Ⅱ 日常の様子の把握

日常的な保護者対応

子ども・保護者の様子の把握

職員相互の見守りとサポート

Ⅲ
会議を通した子ど
もと家庭の状況の
共有

園全体の動きの把握

子どもと家庭に関する基本的
情報の共有

互いの困りごとに対する具体
的方法の検討と共有

Ⅳ 会議運営の工夫 主体的に発言しやすい会議運
営

Ⅴ 会議による長期的
効果

組織全体への子どもと家庭に
関する基本的情報の浸透

子ども家庭支援に関する園の
方針の浸透

職員同士のつながりの深まり

Ⅵ 異変の察知
異変の察知

対応困難な事例

Ⅶ 支援としての介入

リーダーによるアセスメント
と介入の判断

管理職へと順に引き渡される
情報と課題

園としての判断と対応
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決定の場とされる。一般的には会議の構成人数が少
ないほど、一人一人の発言量は多くなり、自由な討
議を保証するためには、地位の差を無視できるよう
な設定が望まれるとされている（佐々木 1998）。「主
任が出過ぎず、現場の先生が主」といった管理職の
姿勢からも上位者からの圧力をなるべく小さなもの
にし、適切にファシリテートしながら現場の保育者
たちによる活発な情報共有と協議がなされるよう配
慮していることがうかがえる。また集団での意思決
定の利点として、メンバーは多くの情報と視点に触
れるため適切な問題の把握が可能となり、より多く
の選択肢を生み出すことができ、その結果、意思決
定の質を高めることができると示唆されている（印
南 2002）。I 園の実践にとってみれば、それぞれの
保育者たちからさまざまな視点が提示され、保育者
一人では気づけなかった問題や解決策を見いだすこ
とも可能となり、保育者自身のスキルアップを実感
したり、意見や経験が取り入れられた際には保育者
自身の肯定感が高まったりするものと思われる。こ
れらのことが相乗効果となって、保育者たちによる
参加態度は、非常に主体的で意欲的なものになると
思われた。
　第二に、会議を通して子ども家庭支援に関する園
の方針の浸透が図られていることである。ヒューマ
ン・サービス組織では、その組織のミッションが重
視されるものとなるが、そのミッションをサービス
の送り手にどう理解させ、どう内面化させていくか
が課題とされている（田尾 2001）。中谷らの調査に
よれば、保育所等では、育児不安を抱える保護者よ
りも生活困難を抱える保護者に対する支援の必要性
の認識は低く、職階別では主任や地域担当保育者よ
り、園長、担任、非常勤の認識が低いことが明らか
となっている（中谷 2021）。このことは、園によっ
て子ども家庭支援に関する方針は大きく異なってい
ること、同じ園に勤務していても、保育者によって
支援に対する考えにかなりの温度差があること、保
育者間の温度差は園内で是正し統一させていかなけ
れば、一貫した支援にはつながっていかないことを
意味している。園のミッションは、今回の分析にお
ける子ども家庭支援に関する園の方針に内包される
ものと思われる。I 園では全体会議の場で、生活困
難を抱える家庭に対する支援の必要性と園の方針を
具体的な事例に基づき、管理職が繰り返し伝える姿
が確認された。こうした取り組みは、次第に保育者
たちの中に浸透し、それぞれの保育者たちが直面す
る日々の出来事に対する読み取りや判断への迷いを
少なくすることにつながるため、園全体で一貫性の
ある支援が可能になっていくものと思われた。情報
共有には、感情や考えを自由に表現することも含ま
れている。自身の抱く感情や考えが園で共有される

５．考察 
（１）情報共有の必要性と日常の様子の把握と共有 
　保育現場では、担任以外の子どもの保育に携わる
機会があり、多様な職員との連携が普段から必要と
されていること、また家庭からの苦情に対処する観
点などから、保育者間の情報共有は必須のものと考
えられていた。
　子ども家庭支援に関する日常の情報共有の主な内
容は、いつもと異なる様子やトラブルにつながる可
能性のある事象であった。いつもと異なる様子に気
づくためには、保育者がいかに日々の子どもや家庭
の様子を把握できているかが関連しているものと思
われた。保育者から保護者への積極的な働きかけは、
家庭との信頼関係を構築することのみならず、生活
困難など家庭の状況を把握するために非常に重要な
業務であると考えられた。
　また、いつもと異なる様子や困難な状況に気づく
のは、担任だけでないことも示唆された。I 園では、
複数のクラスをまとめる担任間のリーダーとサブ
リーダーがおり、日頃から相互に声かけを行い、気
づいたことがあったら情報を共有し話し合う体制が
取られていた。また園長は保育室をさりげなく巡視
し、困難な状況に対しては保育そのものに手助けし
たりするなど、具体的な場面を共有しながら子ども
や家庭の情報について保育者とやりとりしているこ
とがうかがえた。こうした相互の見守りや支え合い
が、日々の情報共有を促進させ、それぞれの家庭の
異変をすくい上げることにつながっているのではな
いかと思われた。

（２）会議運営と情報共有
　I 園の特徴として、月１回の全体会議の開催があ
る。全体会議の構成メンバーは、もちまわりで出席
するクラス代表と主任の７人程度と比較的少人数で
あり、園長は構成メンバーに含まれておらず、事後
報告を受けるかたちであった。そこでは各クラスの
気になる子どもや家庭の状況を確認し合う機会が持
たれ、必要に応じて具体的な対応策を協議すること
も行われていた。会議の場ではクラスごとに順次話
題提供の機会が与えられるため、会議終了時には、
組織として共有すべき情報が体系的に集約・整理さ
れるものとなる。その情報は、会議に出席していな
い保育者たちに決められたルートをたどって周知さ
れていくことが示された。こうした実践の蓄積に
よって、組織全体に子どもと家庭に関する基本的情
報が浸透していくものと思われた。
　I 園での会議を通した情報共有が効果的なものに
なっている要因として、次のことがあげられる。第
一に、主体的な参加を促進する仕掛けが機能してい
ることである。メンバーが意思決定に加わることを

「参加」といい（田尾 1991）、会議は集団での意思
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事象を問題としてとらえる必要性や支援として介入
することの重要性を判断することは難しく、現場の
保育者との意見の乖離が生じることも想定される。
また担任以外の保育者による家庭への働きかけが的
外れなものになったり、把握すべき情報も不十分な
ものであったりする可能性が高いものと考えられ
る。さらに子ども家庭支援に関する園の方針が浸透
していなければ、保育者が異変を察知したとしても

「園で支援できることではない」と認識される恐れ
もあり、支援につながらないか、その事例がより危
機的な状況に追い込まれてようやく対応すべき事象
として認識されることも予想される。子ども家庭支
援のために必要な基本情報を頻繁に、また定期的に
共有すること、支援に関する園の方針を常日頃から
理解し合っていることが、介入すべき事例が起こっ
たときの基盤となり、判断の根拠として機能するも
のと考えられた。

（４）効果的な情報共有を支える組織づくり
　これら情報共有のプロセスとそれを支える要因が
よりよいものとして機能するためには、管理職のマ
ネジメント戦略を見逃すことはできない。I 園では、
その組織構造として、クラス担任をまとめるリー
ダー、サブリーダーを配置し、チームとなって日常
から相互に声をかけあい困りごとを抱えた保育者が
孤立しないようにしていた。さらに園長は、さりげ
なく保育現場に目配りし、適宜サポートに入るなど
して、現場で起こっていることを理解した上で実践
の調整を図っていることがうかがえた。このこと
は、一人の保育者からみれば、普段から、身近に多
様なソーシャルサポートを提供してくれる第三者が
存在する体制の中に身を置いていることを意味して
いる。
　さらに全体会議の運営のあり方については、明ら
かに管理職側の権限委譲の意図が込められている。
ヒューマン・サービスの領域では、状況が受け手の
事情によって刻々と変化するため、その場で迅速に、
適切に対処することが求められ、一人一人の保育者
の力量形成は欠かせない課題となる。それぞれの力
量が最大限に発揮され、責任を持って働けるように
するためには、権限委譲が有効な手段であるとされ
ている（田尾 2001）。また、管理職よりも現場に近
い保育者たちの方が現場の状況をよくわかっている
ことから、現場からの意見が管理職に達して、それ
が活かされるような情報伝達の仕組みがないと、実
態やニーズから乖離した実践となることも想定され
る（田尾 2005）。組織全体が、子どもや家庭の実態
やニーズを適切にとらえ、それに応じた支援を展開
するためにも、下意上達の情報共有の仕組みは重要
なものと思われる。I 園における全体会議は、これ
らの意図を盛り込んだ運営のあり方となっているも

価値観を背景としているため、それは受け入れても
らえるはずだと感じられるとき、その情報共有はさ
らに促進されるものと思われる。
　第三に、全体会議を通して、職員同士が親近感を
覚え、それぞれの関係性が深まっていることである。
鈴木は、集団の意思決定のメリットとして、そのプ
ロセス自体がコミュニケーションの場となることを
指摘しているが（鈴木 2010）、I 園における実践では、
戸惑いを含んだ自らの経験や意見を批判されるので
はなく、むしろ受容的な雰囲気の中でそれを表出す
ることが推奨され、解決すべき課題として共有され
ていくものと思われた。さらにそうした話し合いの
中で、それぞれの保育者の考えや人柄がわかり、そ
れに伴って相互の関係性が深まり、互いの話しやす
さを醸し出していくのではないかと推察された。そ
の雰囲気は組織風土となって、次第に職場全体に広
がっていくものと思われる。そこで培われた関係性
や風土は、会議の場を離れた通常の保育実践の場で
も引き継がれていくことが予想され、組織全体に建
設的な話し合いや支え合う関係性が根づいていくも
のと思われた。

（３）支援としての介入における情報共有
　子どもや家庭の様子に何らかの異変が察知される
と、支援として介入するための情報収集、情報共有
が行われていることがわかった。I園では、まずはリー
ダーが、担任や関係保育者から情報を集め、支援を
要する子どもと保護者の様子や背景を整理し、担任
とともに保護者対応を行う流れであったが、その介
入では事態が収まらない場合には、主任や園長へと
情報が引き継がれていくことが示された。その事態
が園だけでは解決困難な事例の場合には、他機関連
携を前提とした個別支援に移行していくことも示唆
された。異変の察知から支援としての介入のプロセ
スにおいては、次の会議開催を待って対応すること
は適切な時機を逃してしまうこともあり、関係者間
での非公式的な報告・連絡・相談が情報共有の主流
となっていること、迅速に周知するための連絡会が
開催される場合があることも明らかとなった。
　こうした介入に関わる一連の情報共有には、平常
時からの複層的で恒常的な情報共有が基盤となって
いるものと考えられた。「情報量がないのに（異変
があったからといって）いきなり行けないです」と
いう語りにもみられるように、介入の前提となる異
変の察知には、その判断基準となる普段の様子の把
握が必須である。また迅速な対応が求められる事態
が発生したときには、それぞれの保育者が、子ども
や家庭の背景や状況を理解していること、加えて、
支援に対する園の方針が浸透していることが有益な
ものとなる。というのも、日頃から当該家庭の理解
が共有されていなければ、管理職であっても、その
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プロセスの中に意思決定のプロセスが含まれていく
ことも読み取れた。単なる情報共有がどの時点で意
思決定のプロセスへと移行していくのか、あるいは
園全体の実践が常に意思決定を迫られている側面も
あるかなども、今後の課題としたい。

注 1　「公式」とは一般に、「おおやけに定められた
方式」とされる（新村編 1991）。本論における「公
式」とは、開催や活用方法など、組織内で何らかの
ルールのあるものとした。なお、本論では類似の概
念として、「定例／非定例」という語を用いているが、
こちらは定期的に行うことになっているという意味
で用いている。よって、公式的な情報共有の中には、
例えば定例会議など定例で行われる情報共有と、連
絡会など必要に応じて招集される非定例の情報共有
が含まれることとなる。
注２　本論における「介入」とは、「新たに困難を
伴う事態が生じたことがうかがわれ、保育者が、子
どもや家庭に対してこれまでとは異なる支援を行う
こと」とした。
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６．まとめと今後の課題
　生活困難をはじめとした子ども家庭支援に関する
組織内での情報共有について整理し、保育者が支援
として対応すべき事柄を察知する時点から組織とし
て介入し他機関連携につなげるまでの園内の情報共
有のプロセスを明らかにするとともに、それら情報
共有に関するプロセスの相互関連やそれを支える要
因について検討した。
　積極的に生活困難家庭への支援を行う園のうち、
組織的体制のもと情報共有が行われていると思われ
た園について分析したところ、早期発見から他機関
連携までの情報共有とそれを支える要因として、【情
報共有の必要性】、【日常の様子の把握】、【会議を通
した子どもと家庭の状況の共有】、【会議運営の工
夫】、【会議による長期的効果】、【異変の察知】、【支
援としての介入】という 7 つの上位カテゴリーが抽
出された。これらのカテゴリーは決して独立的、単
線的なものではなく、相互に関連し合う有機的、複
層的な様相を示すものであった。
　園における子ども家庭支援についての情報共有
は、子どもや家庭に直接関わる保育者を起点とする
ことが多いものの、恒常的、複層的な情報共有は、
組織全体に≪子どもと家庭に関する基本的情報の浸
透≫を促し、それは何か対応すべき事柄が発生した
際の基盤として機能していることがうかがえた。家
庭の異変が察知された後は、関係者間での非公式的
な情報共有が主流となっていたが、それら一連の情
報共有を支える要因として、≪職員同士のつながり
の深まり≫や≪子ども家庭支援に関する園の方針の
浸透≫が浮き彫りとなった。これらは【会議による
長期的効果】として抽出されたものであり、会議運
営のあり方が大きく影響しているものと思われた。
また、そこには管理職のマネジメント戦略が影響し
ているのではないかと推察された。本研究で得られ
た知見は、今後さらに分析対象を拡大する際の、あ
るいは、保育施設における情報共有のあり方を検討
する際の準拠枠として機能するものとなる。さらに、
子ども家庭支援に関する実践において、組織改善の
ための重要な手がかりにもなり得よう。
　今回は、インタビューしたうちの 1 園のみの分析
であり、園における情報共有の一般化には限界があ
る。今後は別の観点から分析対象を選定したり、分
析対象を増やしたりするなど、園における情報共有
のプロセスの実態により迫る必要がある。また、当
初は単なる事実としての情報であっても、それが次
のステージに移行することによって、様々な見立て
や多角的な検討が加えられ、支援のための重要な根
拠や支援内容へと形を変えていくこと、情報共有の
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事象を問題としてとらえる必要性や支援として介入
することの重要性を判断することは難しく、現場の
保育者との意見の乖離が生じることも想定される。
また担任以外の保育者による家庭への働きかけが的
外れなものになったり、把握すべき情報も不十分な
ものであったりする可能性が高いものと考えられ
る。さらに子ども家庭支援に関する園の方針が浸透
していなければ、保育者が異変を察知したとしても

「園で支援できることではない」と認識される恐れ
もあり、支援につながらないか、その事例がより危
機的な状況に追い込まれてようやく対応すべき事象
として認識されることも予想される。子ども家庭支
援のために必要な基本情報を頻繁に、また定期的に
共有すること、支援に関する園の方針を常日頃から
理解し合っていることが、介入すべき事例が起こっ
たときの基盤となり、判断の根拠として機能するも
のと考えられた。

（４）効果的な情報共有を支える組織づくり
　これら情報共有のプロセスとそれを支える要因が
よりよいものとして機能するためには、管理職のマ
ネジメント戦略を見逃すことはできない。I 園では、
その組織構造として、クラス担任をまとめるリー
ダー、サブリーダーを配置し、チームとなって日常
から相互に声をかけあい困りごとを抱えた保育者が
孤立しないようにしていた。さらに園長は、さりげ
なく保育現場に目配りし、適宜サポートに入るなど
して、現場で起こっていることを理解した上で実践
の調整を図っていることがうかがえた。このこと
は、一人の保育者からみれば、普段から、身近に多
様なソーシャルサポートを提供してくれる第三者が
存在する体制の中に身を置いていることを意味して
いる。
　さらに全体会議の運営のあり方については、明ら
かに管理職側の権限委譲の意図が込められている。
ヒューマン・サービスの領域では、状況が受け手の
事情によって刻々と変化するため、その場で迅速に、
適切に対処することが求められ、一人一人の保育者
の力量形成は欠かせない課題となる。それぞれの力
量が最大限に発揮され、責任を持って働けるように
するためには、権限委譲が有効な手段であるとされ
ている（田尾 2001）。また、管理職よりも現場に近
い保育者たちの方が現場の状況をよくわかっている
ことから、現場からの意見が管理職に達して、それ
が活かされるような情報伝達の仕組みがないと、実
態やニーズから乖離した実践となることも想定され
る（田尾 2005）。組織全体が、子どもや家庭の実態
やニーズを適切にとらえ、それに応じた支援を展開
するためにも、下意上達の情報共有の仕組みは重要
なものと思われる。I 園における全体会議は、これ
らの意図を盛り込んだ運営のあり方となっているも

価値観を背景としているため、それは受け入れても
らえるはずだと感じられるとき、その情報共有はさ
らに促進されるものと思われる。
　第三に、全体会議を通して、職員同士が親近感を
覚え、それぞれの関係性が深まっていることである。
鈴木は、集団の意思決定のメリットとして、そのプ
ロセス自体がコミュニケーションの場となることを
指摘しているが（鈴木 2010）、I 園における実践では、
戸惑いを含んだ自らの経験や意見を批判されるので
はなく、むしろ受容的な雰囲気の中でそれを表出す
ることが推奨され、解決すべき課題として共有され
ていくものと思われた。さらにそうした話し合いの
中で、それぞれの保育者の考えや人柄がわかり、そ
れに伴って相互の関係性が深まり、互いの話しやす
さを醸し出していくのではないかと推察された。そ
の雰囲気は組織風土となって、次第に職場全体に広
がっていくものと思われる。そこで培われた関係性
や風土は、会議の場を離れた通常の保育実践の場で
も引き継がれていくことが予想され、組織全体に建
設的な話し合いや支え合う関係性が根づいていくも
のと思われた。

（３）支援としての介入における情報共有
　子どもや家庭の様子に何らかの異変が察知される
と、支援として介入するための情報収集、情報共有
が行われていることがわかった。I園では、まずはリー
ダーが、担任や関係保育者から情報を集め、支援を
要する子どもと保護者の様子や背景を整理し、担任
とともに保護者対応を行う流れであったが、その介
入では事態が収まらない場合には、主任や園長へと
情報が引き継がれていくことが示された。その事態
が園だけでは解決困難な事例の場合には、他機関連
携を前提とした個別支援に移行していくことも示唆
された。異変の察知から支援としての介入のプロセ
スにおいては、次の会議開催を待って対応すること
は適切な時機を逃してしまうこともあり、関係者間
での非公式的な報告・連絡・相談が情報共有の主流
となっていること、迅速に周知するための連絡会が
開催される場合があることも明らかとなった。
　こうした介入に関わる一連の情報共有には、平常
時からの複層的で恒常的な情報共有が基盤となって
いるものと考えられた。「情報量がないのに（異変
があったからといって）いきなり行けないです」と
いう語りにもみられるように、介入の前提となる異
変の察知には、その判断基準となる普段の様子の把
握が必須である。また迅速な対応が求められる事態
が発生したときには、それぞれの保育者が、子ども
や家庭の背景や状況を理解していること、加えて、
支援に対する園の方針が浸透していることが有益な
ものとなる。というのも、日頃から当該家庭の理解
が共有されていなければ、管理職であっても、その
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